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告   示 

◎新潟県告示第1018号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、粟島浦村の特定計量器定期検査を次のとおり実施

する。 

平成30年９月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 
    
10月24日（水） 午後１時から４時まで 粟島浦村役場 粟島浦村全域 

10月25日（木） 午前９時から正午まで 
 

午前９時30分から正午まで 新潟県計量検定所 上記の未受検者 10月26日から平成
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31年３月15日まで。

ただし、土・日曜日

及び祝日並びに12

月31日、平成31年１

月２日、１月３日を

除く。 

午後１時から３時30分まで 特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規則 

（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

    
３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

◎新潟県告示第1019号 

漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第５項において準用する第105条の２第３項の規定による次の

特定第２号漁業者の共済契約締結の申込み又は規約設定についての同意成立の届出は、同法第108条第２項に規定

する要件に適合すると認めた。 

平成30年９月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 区域 

  新潟漁業協同組合の地区のうち旧村上市岩船港漁業協同組合の区域 

２ 区分 

  10トン以上の漁船により底びき網を使用して営む漁業及び定置漁業 

３ 届出年月日 

  平成30年８月16日 

 

◎新潟県告示第1020号 

漁業災害補償法（昭和39年法律第158号）第108条第５項において準用する第105条の２第３項の規定による次の

特定第２号漁業者の共済契約締結の申込み又は規約設定についての同意成立の届出は、同法第108条第２項に規定

する要件に適合すると認めた。 

平成30年９月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 区域 

  新潟漁業協同組合の地区のうち旧村上市岩船港漁業協同組合の区域 

２ 区分 

  10トン未満の漁船により主として底びき網を使用して営む漁業又は10トン未満の漁船により主として底びき

網を使用して営む漁業及び10トン以上の漁船による漁業を併せて営む漁業 

３ 届出年月日 

  平成30年８月16日 

 

◎新潟県告示第1021号 

森林法（昭和26年法律第249号）第29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定を解除する

予定である旨の通知があった。 

平成30年９月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 解除予定保安林の所在場所 

  新潟県上越市大字上門前字南山1108・1111の１・1113・1114・1115の１・1128の１（以上６筆について次の

図の示す部分に限る｡)、1112 

２ 保安林として指定された目的 

 土砂の流出の防備 

３ 解除の理由 

  道路用地とするため 

(｢次の図」は、省略し、その図面を新潟県農林水産部治山課及び上越市役所に備え置いて縦覧に供する｡) 

 

◎新潟県告示第1022号 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第84条において準用する同法第18条第16項の規定により、新発田市の加治

川沿岸土地改良区連合から次のとおり役員が退任した旨の届出があった。 

平成30年９月21日 

新潟県新発田地域振興局長 

１ 退 任 

 理事 北蒲原郡聖籠町大字次第浜1682番地２   渡邊 廣吉 

 退任年月日 平成30年９月４日 

 

◎新潟県告示第1023号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、佐渡市の吉井土地改良区の定款の変更を平成

30年９月12日認可した。 

平成30年９月21日 

新潟県佐渡地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1024号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第113条の３第１項の規定により、次のとおり土地改良事業の工事が完了

した旨の届出があった。 

平成30年９月21日 

新潟県南魚沼地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 完了年月日 

南魚沼市 

南魚沼土地改良区 

馬場山 農業用用排水施設整備（農山漁村活

性化プロジェクト支援交付金「基盤

整備促進｣)事業 

平成29年２月８日 

 

◎新潟県告示第1025号 

国土調査法（昭和26年法律第180号）第６条の３第２項の規定により、平成30年度地籍調査事業計画（平成30

年５月15日新潟県告示第574号）を次のとおり変更する。 

平成30年９月21日 

新潟県知事  花 角  英 世 

調査を行う

者の名称 

調査区域 調査期間 

   

   
新潟市 

 

 

 

新発田市 

 

 

小千谷市 

 

 

十日町市 

 

 

 

 

見附市 

 

 

村上市 

新潟市の第03－26－１計画区・第09－16－１計画区及び第14－17

－１計画区 

 

 

新発田市の第４計画区及び第５計画区 

 

 

小千谷市の第29計画区及び第30－１計画区 

 

 

十日町市の市街第12計画区・市街第13計画区・市街第14計画区・

市街第15計画区・市街第16計画区・市街第17計画区及び中里第１

計画区 

 

 

見附市の第７計画区及び第８計画区 

 

 

村上市の朝第34計画区・朝第35計画区及び神第34計画区 

平成30年４月１日から平成

31年３月31日まで 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

 

     〃 

 

 

〃 
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燕市 

 

 

糸魚川市 

 

 

妙高市 

 

 

阿賀野市 

 

 

 

佐渡市 

 

 

魚沼市 

 

 

 

 

 

湯之谷地域

森林組合 

 

 

南魚沼市 

 

 

弥彦村 

 

 

田上町 

 

 

阿賀町 

 

 

 

出雲崎町 

 

 

湯沢町 

 

 

 

津南町 

 

 

 

 

燕市の第42計画区 

 

 

糸魚川市の第23計画区・第24計画区及び第25計画区 

 

 

妙高市の第１－１計画区 

 

 

阿賀野市の第37－１計画区・第37－２計画区・第38計画区及び第

39計画区 

 

 

佐渡市の第50計画区及び第51計画区 

 

 

魚沼市の第53－１計画区・第57－１－１計画区・第53－２計画区

・第57－１－２計画区・第37－１計画区・第57－２計画区・第54

－１計画区・第56計画区・第37－２計画区・虫野、原虫野再調査

計画区・第37－３計画区・第39－１計画区及び第78－１計画区 

 

 

魚沼市の湯森林第２－１計画区及び湯森林第２－２計画区 

 

 

 

南魚沼市の第９－１計画区・第９－２計画区及び第10計画区 

 

 

弥彦村の第38計画区・第39計画区及び第40計画区 

 

 

田上町の第５計画区及び第６計画区 

 

 

阿賀町の第６－２計画区・第７計画区・第８計画区及び第９計画

区 

 

 

出雲崎町の第二計画区・第三計画区及び第四計画区 

 

 

湯沢町の第105－２計画区・第107－１計画区及び第107－２計画

区 

 

 

津南町の第１計画区・第２計画区及び第３計画区 

 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

 

 

     〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

     〃 

 

 

 

〃 

 

 

〃 

 

 

 

〃 
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刈羽村 

 

 

 

関川村 

 

刈羽村の第13－２計画区・第11－５計画区・第13－３計画区・第

11－６計画区及び第14計画区 

 

 

関川村の第16計画区・第17計画区・第18計画区・第19計画区及び

第20計画区 

〃 

 

 

 

〃 

 
      

 

公   告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、凍結防止剤の購入について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

平成30年９月21日 

新潟県長岡地域振興局長  山 口  良 信 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量  

  ア 凍結防止剤（塩化ナトリウム） 

 １トン詰フレキシブルコンテナ 

 単価契約 予定数量4,020ｔ 

  イ 凍結防止剤（塩化ナトリウム） 

    0.5トン詰フレキシブルコンテナ 

    単価契約 予定数量15ｔ 

  ウ 凍結防止剤（塩化ナトリウム）  

    25キログラム詰包装 

        単価契約 予定数量６ｔ 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

(3) 納入期間 

平成30年11月15日から平成31年３月31日まで 

(4) 納入場所 

      入札説明書及び仕様書による。 

(5) 入札方法 

   上記(1)の件名ごとに１ｔ当たりの単価につき入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及

び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の 

100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という｡)に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 当該購入物品の迅速かつ確実な調達及び納入について各々可能と証明できる者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

      郵便番号 940－8567 
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   新潟県長岡市沖田２丁目173番地２ 

      新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課庶務係 

      電話番号 0258－38－2617 

電子メール  ngt111450@pref.niigata.lg.jp 

(2) 入札説明書の交付等 

      入札説明書の交付は、本公告の日から上記(1)の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

(3) 入札書の提出方法 

   この一般競争入札に参加を希望する者で、本公告に示した競争参加資格を有すると契約担当者が判断した 

  者にあっては、下記(4)の入札書の受領期限までに封印した入札書を上記(1)に提出しなければならない。 

(4) 入札書の受領期限 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

(5) 開札の日時及び場所 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

   長岡地域振興局 ２階入札室 

４ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

   免除する。 

(3) 契約保証金 

      契約金額に予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務

  規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下､｢規則」という｡)第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除

  する。 

(4) 競争入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時期及び場所 

   資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望する者は、新潟県物品等入札参加

資格申請書を平成30年10月10日（水）までに次の場所に提出しなければならない。 

郵便番号  950－8570 

      新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県出納局会計検査課物品契約係 

      電話番号 025－280－5490 

   電子メール  ngt190030@pref.niigata.lg.jp 

(5) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書等を平成30年10月26日（金）午後５時までに、                

本公告に示した競争参加資格を証明する書類を添付して、上記３(1)の場所に提出しなければならない。 

   入札に参加を希望する者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め

  られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(7) 契約書作成の要否 

      要 

(8) 不当介入に対する通報報告 

   契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行 

    うこと。 

(9) 落札者の決定方法 

     規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ 

    た者を落札者とする。 

(10) 契約の停止等 

   当該調達に関し、政府調達に関する苦情の処理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）に基づく苦情申

立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(11) その他 

      詳細は入札説明書による。 
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５ Summary 

(1) Nature and quantity of the product to be purchased: 

   ① Anti-icing agent (sodium chloride) in １-ton flexible containers 

   Unit price contract, estimated amount: 4,020 tons 

    ② Anti-icing agent (sodium chloride) in 0.5-ton flexible containers 

   Unit price contract, estimated amount: 15 tons 

  ③ Anti-icing agent (sodium chloride) in 25 kg containers 

  Unit price contract, estimated amount: ６ tons 

(2) Deadline for bid participant applications: 

      ５：00P.M. October 26, 2018 

(3) Date of bid opening: 

     11：00A.M. November 8, 2018 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

      General Affairs Division 

      Regional Development Department 

      Nagaoka Regional Promotion Bureau 

      Niigata Prefectural Government 

      ２－173－２ Okita, Nagaoka City, Niigata Prefecture  

940－8567  

JAPAN 

   Tel: 0258－38－2617 

Email: ngt111450@pref.niigata.lg.jp 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、凍結防止剤の購入について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

平成30年９月21日 

新潟県十日町地域振興局長  桑 原  勝 史  

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

凍結防止剤（塩化ナトリウム） 

１トン詰フレキシブルコンテナ 

単価契約 予定数量2,800ｔ 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

(3) 納入期間 

平成30年11月15日から平成31年３月31日まで 

(4) 納入場所 

      入札説明書及び仕様書による。 

(5) 入札方法 

   上記(1)について１ｔ当たりの単価につき入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額

に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に

相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という｡)に登載されている者であること。 
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(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 当該購入物品の迅速かつ確実な調達及び納入について各々可能と証明できる者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

      郵便番号 948－0037 

      新潟県十日町市妻有町西２－１ 

      新潟県十日町地域振興局地域整備部庶務課庶務係 

      電話番号 025－757－5522 

電子メール  ngt111750@pref.niigata.lg.jp 

(2) 入札説明書の交付等 

      入札説明書の交付は、本公告の日から上記(1)の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

(3) 入札書の提出方法 

   この一般競争入札に参加を希望する者で、本公告に示した競争参加資格を有すると契約担当者が判断した 

  者にあっては、下記(4)の入札書の受領期限までに封印した入札書を上記(1)に提出しなければならない。 

(4) 入札書の受領期限 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

(5) 開札の日時及び場所 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

   十日町地域振興局 入札室 

４ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

   免除する。 

(3) 契約保証金 

      契約金額に予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務

  規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下､｢規則」という｡)第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除

  する。 

(4) 競争入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時期及び場所 

   資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望する者は、新潟県物品等入札参加

資格申請書を平成30年10月10日（水）までに次の場所に提出しなければならない。 

郵便番号  950－8570 

      新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県出納局会計検査課物品契約係 

      電話番号 025－280－5490 

   電子メール  ngt190030@pref.niigata.lg.jp 

(5) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書等を平成30年10月26日（金）午後５時までに、                

本公告に示した競争参加資格を証明する書類を添付して、上記３(1)の場所に提出しなければならない。 

   入札に参加を希望する者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め

  られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(7) 契約書作成の要否 

      要 

(8) 不当介入に対する通報報告 

   契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行 

    うこと。 

(9) 落札者の決定方法 

     規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ 
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    た者を落札者とする。 

(10) 契約の停止等 

   当該調達に関し、政府調達に関する苦情の処理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）に基づく苦情申

立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(11) その他 

      詳細は入札説明書による。 

５ Summary 

(1) Nature and quantity of the product to be purchased: 

    Anti-icing agent (sodium chloride) in １-ton flexible containers 

  Unit price contract, estimated amount: 2,800 tons 

(2) Deadline for bid participant applications: 

      ５：00P.M. October 26, 2018 

(3) Date of bid opening: 

     11：00A.M. November ８, 2018 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

     General Affairs Division 

      Regional Development Department 

      Tokamachi Regional Promotion Bureau 

      Niigata Prefectural Government 

      ２－１ Tsumari-cho nishi, Tokamachi City, Niigata Prefecture  

948－0037  

JAPAN 

      Tel: 025－757－5522 

Email: ngt111750@pref.niigata.lg.jp 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、凍結防止剤の購入について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

平成30年９月21日 

新潟県上越地域振興局長  大 野  昇 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量  

   凍結防止剤（塩化ナトリウム） 

１トン詰フレキシブルコンテナ 

単価契約 予定数量2,250ｔ 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書及び仕様書による。 

(3) 納入期間 

平成30年11月15日から平成31年３月31日まで 

(4) 納入場所 

      入札説明書及び仕様書による。 

(5) 入札方法 

   上記(1)について１ｔ当たりの単価につき入札に付する。落札決定に当たっては、入札書に記載された金額

に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に

相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

入札に参加する者に必要な資格は次のとおりとする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 
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(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という｡)に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 当該購入物品の迅速かつ確実な調達及び納入について各々可能と証明できる者であること。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

      郵便番号 943－8551 

      新潟県上越市本城町５－６ 

      新潟県上越地域振興局地域整備部庶務課庶務係 

      電話番号 025－526－9503 

電子メール  ngt111950@pref.niigata.lg.jp 

(2) 入札説明書の交付等 

      入札説明書の交付は、本公告の日から上記(1)の場所で行うほか、新潟県ホームページで公開する。 

(3) 入札書の提出方法 

   この一般競争入札に参加を希望する者で、本公告に示した競争参加資格を有すると契約担当者が判断した 

  者にあっては、下記(4)の入札書の受領期限までに封印した入札書を上記(1)に提出しなければならない。 

(4) 入札書の受領期限 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

(5) 開札の日時及び場所 

      平成30年11月８日（木）午前11時 

   上越地域振興局 分館４階入札室 

４ その他 

(1) 契約において使用する言語及び通貨 

      日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

   免除する。 

(3) 契約保証金 

      契約金額に予定数量を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県財務

  規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下､｢規則」という｡)第44条第１号又は第３号に該当する場合は、免除

  する。 

(4) 競争入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時期及び場所 

   資格者名簿に登載されていない者で、本調達物品の入札への参加を希望する者は、新潟県物品等入札参加

資格申請書を平成30年10月10日（水）までに次の場所に提出しなければならない。 

郵便番号  950－8570 

      新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

      新潟県出納局会計検査課物品契約係 

      電話番号 025－280－5490 

   電子メール  ngt190030@pref.niigata.lg.jp 

(5) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加申請書等を平成30年10月26日（金）午後５時までに、                

本公告に示した競争参加資格を証明する書類を添付して、上記３(1)の場所に提出しなければならない。 

   入札に参加を希望する者は、開札日の前日までの間において、契約担当者から当該書類に関し説明を求め

  られた場合は、これに応じなければならない。 

(6) 入札の無効 

   本公告に示した競争参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

(7) 契約書作成の要否 

      要 

(8) 不当介入に対する通報報告 

   契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を行 

    うこと。 
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(9) 落札者の決定方法 

     規則第54条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で、最低価格をもって有効な入札を行っ 

    た者を落札者とする。 

(10) 契約の停止等 

   当該調達に関し、政府調達に関する苦情の処理手続（平成11年６月新潟県告示第1221号）に基づく苦情申

立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(11) その他 

      詳細は入札説明書による。 

５ Summary 

(1) Nature and quantity of the product to be purchased: 

    Anti-icing agent (sodium chloride) in １-ton flexible containers 

  Unit price contract, estimated amount: 2,250 tons 

(2) Deadline for bid participant applications: 

      ５：00P.M. October 26, 2018 

(3) Date of bid opening: 

     11：00A.M. November ８, 2018 

(4) For more information, please contact the following division in Japanese: 

     General Affairs Division 

      Regional Development Department 

      Joetsu Regional Promotion Bureau 

      Niigata Prefectural Government 

      ５－６ Motoshiro-cho, Joetsu City, Niigata Prefecture  

943－8551  

JAPAN 

      Tel: 025－526－9503 

E-mail: ngt111950@pref.niigata.lg.jp 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県立加茂病院移転業務委託について、次

のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年

政令第372号）の適用を受けるものである。 

平成30年９月21日 

新潟県立加茂病院長 秋山 修宏 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達する役務の件名及び数量 

  新潟県立加茂病院移転業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  契約締結日から平成31年９月30日（月）まで 

  ただし、建物の竣工時期に変更がある場合は別途協議する。 

(4) 履行場所 

  新潟県立加茂病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 
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 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 日本国内において、過去５年以内に、300床以上の病院における移転業務の履行実績を有する者であること。 

(6) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(7) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問合せ先 

  郵便番号 959－1397 

  新潟県加茂市青海町１丁目９番１号 

  新潟県立加茂病院経営課 

  電話番号 0256－52－0701  

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から平成30年10月23日（火）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟県条例第５号） 

  第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時まで、前記３(1)の交付場所で交付す 

る。 

４ 入札参加資格確認書類の提出 

(1) 入札希望者は平成30年10月24日（水）午後５時00分までに、入札説明書に定める入札参加資格を証明する

書類を持参又は郵送しなければならない。ただし、郵送の場合は平成30年10月24日（水）に必着させるとと

もに、書留郵便を利用すること。 

(2) 入札参加資格確認書類の提出場所は前記３(1)とする。 

(3) 入札参加資格確認書類の様式は入札説明書による。 

５ 入札、開札の日時及び場所 

 平成30年11月２日（金）午前10時00分 

 新潟県立加茂病院講堂 

６ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

入札時に入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額を納付する 

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第196 

条第３項第１号に該当する場合は、免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に 

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき提出書類を作成し、提出 

しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 
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(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

イ 詳細は入札説明書による。 

７ Summary 

  (1) Nature and quantity of the services to be purchased： 

Moving of Niigata Prefectural Kamo Hospital ［１］set 

  (2) Date of bid opening： 

      10：00 A.M. November ２, 2018 

  (3) For more information, please contact the following division in Japanese： 

      Administrative Section, Niigata Prefectural Kamo Hospital 

      １－９－１ Aomi-cho, Kamo City, Niigata, JAPAN 

      〒959－1397 

TEL 0256－52－0701 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、病室機器の購入について、次のとおり一般競

争入札を行う。 

平成30年９月21日 

新潟県立加茂病院長 秋山 修宏 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  病室機器 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成31年８月30日（金） 

  ただし、建物の竣工時期に変更がある場合は別途協議する。 

(4) 納入場所 

  新潟県立加茂病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県内に本社（本店）又は営業所等（支店、支社又は出張所等の名称は問わない｡)が所在する者である

こと。 

(6) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 959－1397 

  新潟県加茂市青海町１丁目９番１号 

  新潟県立加茂病院経営課 
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  電話番号 0256－52－0701  

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成30年９月28日（金）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 平成30年10月５日（金）午前11時00分 

 新潟県立加茂病院講堂 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立加茂病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書を 

作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

  ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、超音波画像診断装置について、次のとおり一

般競争入札を行う。 

平成30年９月21日 

新潟県立津川病院長 原 勝人 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量   

  超音波画像診断装置 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成30年11月30日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立津川病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 
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 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 959－4497 

  新潟県東蒲原郡阿賀町津川200番地 

  新潟県立津川病院 

  電話番号 0254－92－3311 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成30年10月１日（月）午後３時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 平成30年10月３日（水）午前11時00分 

 新潟県立津川病院 機能訓練室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立津川病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

特定調達契約の落札者等について（公告） 
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特定調達契約について落札者を決定したので、新潟県病院局の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

規程（平成７年新潟県病院局管理規程第17号）第15条の規定により、次のとおり公告する。 

平成30年９月21日 

新潟県立新発田病院長 塚田 芳久 

１ 調達物品及び数量 

 多用途透析用監視装置 １式 

２ 契約に関する事務を担当する機関の名称及び住所 

 新潟県立新発田病院経営課経営係 

 新潟県新発田市本町１丁目２番８号 

３ 調達方法 

購入等 

４ 契約方法 

 一般競争入札 

５ 落札決定日 

 平成30年７月30日 

６ 落札者の氏名及び住所 

  ジェイメディカル株式会社 

  新潟県新潟市東区紫竹卸新町1808番地22 

７ 落札価格 

  51,840,000円 

８ 入札公告日 

  平成30年６月19日 

９ 落札方式 

  最低価格 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第55号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、阿賀町選挙管理委員会から、次のとおり指定及び指定の取消しがあった旨の報告があった。 

平成30年９月21日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

１ 指定した施設 
    

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

阿賀町文化福祉会館 東蒲原郡阿賀町津川

2136番地 

大ホール 441.48 平成30年９月３日 

教養娯楽室 137.28 

研修会議室 120.40 

２ 指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

みかわ会館 東蒲原郡阿賀町五十

沢2568番地 

集会室 207.00 平成30年９月３日 

研修室 105.00 

休養室 104.00 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第56号 

公職選挙法（昭和25年法律第100号）第161条第１項第３号の規定により個人演説会等を開催することのできる

施設について、妙高市選挙管理委員会から、次のとおり指定及び指定の取消しがあった旨の報告があった。 
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平成30年９月21日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

１ 指定した施設 
    

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定年月日 

水上コミュニティセ

ンター 

妙高市大字西条451

番地 
大広間 91.98 

平成30年９月１日 

２ 指定を取り消した施設 
   

施設の名称 施設の所在地 種別 面積（㎡） 指定取消年月日 

妙高市総合センター 妙高市大字関山1208

番地２ 

娯楽集会室 205.20 平成29年７月１日 

老人研修室 72.00 

妙高市就業改善セン

ター 

妙高市大字西条448

番地 
集会室 69.75 

平成30年９月１日 
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